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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 273,610 △6.1 2,249 △71.1 2,208 △68.6 △806 ―

20年3月期 291,331 8.3 7,786 12.6 7,040 △4.9 3,684 △15.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △28.91 ― △1.6 1.8 0.8
20年3月期 128.93 ― 7.0 5.5 2.7

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △3百万円 20年3月期  4百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 117,251 49,560 40.7 1,730.98
20年3月期 130,423 52,192 40.0 1,858.26

（参考） 自己資本  21年3月期  47,770百万円 20年3月期  52,140百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 5,435 △4,212 △3,407 11,368
20年3月期 640 △718 718 14,011

2.  配当の状況 

（注）22年３月期の配当予想額は、未定であります。 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 25.00 ― 25.00 50.00 1,417 38.8 2.7
21年3月期 ― 25.00 ― 15.00 40.00 1,115 ― 2.2

22年3月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

120,000 △15.0 100 △96.9 200 △94.2 0 △100.0 0.00

通期 263,000 △3.9 2,600 15.6 2,800 26.8 1,600 ― 57.98
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」および19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 28,702,118株 20年3月期 28,702,118株

② 期末自己株式数 21年3月期 1,105,038株 20年3月期 643,305株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 126,262 △5.7 3,020 △48.9 4,378 △36.0 △4,358 ―

20年3月期 133,854 △0.0 5,914 71.9 6,842 47.6 2,500 △1.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △156.14 ―

20年3月期 87.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 83,138 34,253 41.2 1,241.14
20年3月期 93,388 40,759 43.6 1,452.65

（参考） 自己資本 21年3月期  34,253百万円 20年3月期  40,759百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 １．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等に
ついては、３ページ「１．経営成績（1）経営成績の分析」をご覧ください。  
 
２．平成22年３月期の配当金予想額につきましては、経営環境の先行きが不透明であることから現時点では未定とし、今後の業績の動向等を勘案した上
で、可能となった時点で速やかに開示させていただきます。 
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１．経営成績 
(1) 経営成績に関する分析 

当連結会計年度における世界経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱や急激な株価

下落に加え、原油価格乱高下や為替変動などにより、個人消費や企業の設備投資が大幅に減少し、深刻な景気後退傾向にて

推移してまいりました。 

一方、わが国経済におきましても、米国大手証券会社の破綻以降、海外経済の悪化を背景とした輸出の減少や個人消費の

減退などにより企業業績は急速に落ち込み、今までになく厳しい環境にて推移してまいりました。 

当社が属するエレクトロニクス業界におきましては、世界経済の悪化に伴い急速な需要の減退が見られ、デジタル家電を

はじめ各種電子機器メーカーは大幅な生産調整に入りました。その結果、これらに使用される各種電子部品の需要も減少し、

当社グループを取り巻く環境は大きく変化してまいりました。 

かかる環境の中で当社グループは、関係各社との連携を一層強化し効率的な営業に努める一方、新規商材の発掘や販売ル

ートの拡大に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度における連結売上高は、273,610百万円（前年同期比6.1％減）、連結営業利益につきましては、

売上総利益率の低下や販管費の増加などにより2,249百万円（前年同期比71.1％減）となり、連結経常利益は、2,208百万

円（前年同期比68.6％減）となりました。また連結当期純利益につきましては、急激な株価下落による投資有価証券の評価

損や不採算子会社の設備投資を減損するなどの構造改革費を計上したことにより、連結当期純損失806百万円（前年同期は

連結当期純利益3,684百万円）となりました。 

 

事業別の売上状況 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 
事業 

金額（百万円） 構成比 金額（百万円） 構成比 

電子部品事業 210,911 72.4％ 196,574 71.8％

情報機器事業 80,419 27.6％ 77,035 28.2％

計 291,331 100.0％ 273,610 100.0％

＊電子部品事業 … 半導体・一般電子部品・ＥＭＳ（Electronics Manufacturing Service の略語。製品の開発・生産を       

受託するサービス）などの開発・製造・販売 

＊情報機器事業 … パーソナルコンピュータ・周辺機器などの販売 

 

取扱商品別の売上状況 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 
品名 

金額（百万円） 構成比 金額（百万円） 構成比 

情報機器 63,192 21.7％ 66,197 24.2％

EMS 90,281 31.0％ 77,465 28.3％

半導体 65,544 22.5％ 61,837 22.6％

一般電子部品 33,065 11.3％ 36,024 13.2％

その他 39,246 13.5％ 32,084 11.7％

計 291,331 100.0％ 273,610 100.0％
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【情報機器】 

当社グループの既存顧客向けのパーソナルコンピュータおよびその周辺機器の拡販活動を推進いたしました。また、賃

貸マンション向け関連商材や防犯システム用機材など新商材の拡販活動に努めてまいりました。その結果、売上高は

66,197百万円（前年同期比4.8％増）となりました。 

 

【EMS】 

国内における遊技機器メーカー向け液晶ユニットや、海外における日系事務機器メーカー向け電子基板などのＥＭＳ事

業が取引先の生産調整などのため大幅に減少いたしました。その結果、売上高は77,465 百万円（前年同期比14.2％減）

となりました。 

 

【半導体】 

平成20年８月よりグループ会社となりました半導体商社のエー・ディ・エム株式会社の売上高が寄与いたしましたが、

携帯電話メーカー向け音源ＩＣや遊技機器メーカー向け画像処理ＩＣなどの取扱高が減少したため、売上高は61,837百万

円（前年同期比5.7％減）となりました。 

 

【一般電子部品】 

パーソナルコンピュータ向け電子部材の拡販などが順調に推移し、その結果、売上高は36,024百万円（前年同期比8.9％

増）となりました。 

 

【その他】 

海外における電子玩具製品の取扱高が個人消費の低迷の影響で減少いたしました。また、写真関連商品が市場環境の変

化の影響で前年度同様取扱高が減少いたしました。その結果、売上高は32,084 百万円（前年同期比18.2％減）となりま

した。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

わが国市場におきましては、景気の後退による企業収益の悪化に伴う設備投資の減少や、雇用および所得環境の変化に

よる個人消費の低迷などにより、当社が属するエレクトロニクス業界も大きく影響を受けており、高機能デジタル家電製

品などの需要が大きく低迷いたしました。かかる環境の中で、パーソナルコンピュータ向け電子部材の拡販や、当期から

連結対象会社となった子会社の売上高を計上いたしましたが、海外携帯電話メーカー向け音源ＩＣの取扱高の減少や国内

遊技機器メーカー向け画像処理ＩＣやＥＭＳなどの受注が大幅に減少したため、売上高は 238,138 百万円（前年同期比

5.0％減）となり、営業利益は1,509百万円（前年同期比72.1％減）となりました。 

 

②北米地域 

米国市場におきましては、依然として景気動向は厳しい状況が続いております。かかる環境の中で、デジタル家電向け

各種半導体やアミューズメント機器向け部材などの受注が減少いたしました結果、売上高は530百万円（前年同期比62.5％

減）となり、営業損失は98百万円（前年同期は営業損失133百万円）となりました。 

 

③欧州地域 

欧州市場におきましても、世界的な金融市場の混乱から、雇用環境の悪化などにより個人消費も低迷し、景気は非常に

厳しい状況にて推移しております。かかる環境の中で、空調機器メーカー向け電子基板などのＥＭＳ事業の受注が依然好

調に推移した結果、売上高は3,679百万円（前年同期比36.9％増）となりましたが、ロシアにおける減損処理などが影響

し、営業損失は51百万円（前年同期は営業損失184百万円）となりました。 

 

④東アジア地域 

東アジア市場におきましては、これまで高い成長率を維持してきた中国経済が世界経済の悪化の影響を受け、輸出が大

幅に減少したことにより、その景気は減速傾向となってまいりました。かかる環境の中で、事務機器や空調機器向けなど

のＥＭＳ事業の受注などが全般的に落ち込み、その結果、売上高は55,792 百万円（前年同期比11.6％減）となり、営業

利益は816百万円（前年同期比65.1％減）となりました。 
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(2) 次期の見通し 

今後の経済見通しにつきましては、世界的な金融危機の影響により、世界景気の後退局面が長期化する可能性があり、先

行きは非常に不透明な状況にて推移するものと思われます。 

一方、わが国経済は、企業収益の減少に伴う雇用・所得環境の悪化による個人消費の減退や設備投資の見送りなどから景

気低迷は当面継続すると見込まれます。 

当社グループが属するエレクトロニクス業界は、同様に世界経済の悪化の影響を受け、パーソナルコンピュータや高機能

携帯電話などのデジタル製品への需要低下が一層見込まれ、依然として厳しい状況にて推移するものと思われます。 

このような環境下において、当社はグループ会社間での連携をより一層強化し効率的な営業に努める一方、新規商材の開

拓と不採算子会社の整理縮小を含めた再建に努め、効率的な経営を推進してまいります。 

このような状況の下、現時点での平成22年3月期の業績見通しにつきましては、下記のとおりであります。 

 

取扱商品別売上実績および計画 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

翌連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 
品名 

金額（百万円） 構成比 金額（百万円） 構成比 

情報機器 66,197 24.2％ 63,900 24.3％

EMS 77,465 28.3％ 83,600 31.8％

半導体 61,837 22.6％ 62,500 23.8％

一般電子部品 36,024 13.2％ 24,500 9.3％

その他 32,084 11.7％ 28,500 10.8％

計 273,610 100.0％ 263,000 100.0％

 

(3) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産につきましては、117,251百万円となり、13,172百万円の減少となりました。これは主に

受取手形及び売掛金の減少などによるものであります。 

負債につきましては、67,690百万円となり、10,540百万円の減少となりました。これは主に支払手形及び買掛金の減少な

どによるものであります。 

純資産につきましては、49,560百万円となり、2,631百万円の減少となりました。これは主に配当及び当期純損失による

ものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）につきましては、前年同期に比べ2,642

百万円（△18.9％）減少し、当連結会計期間末の残高は11,368百万円となりました。 

 当連結会計期間における各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は5,435百万円（前年同期は640百万円の獲得）となりました。これは主に売上債権の減

少などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は4,212百万円（前年同期は718百万円の使用）となりました。これは主に有形固定資産

の取得による支出などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は3,407百万円（前年同期は718百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入金の

減少などによるものであります。 
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（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 35.1％ 41.7％ 42.1％ 40.0％ 40.7％

時価ベースの自己資本比率 57.1％ 72.0％ 48.2％ 28.4％ 18.8％

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率 
－年 0.59年 －年 19.24年 2.38年

インタレスト・カバレッジ・レシオ －倍 62.8倍 －倍 4.8倍 28.1倍

自己資本比率＝自己資本÷総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債÷キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝キャッシュ・フロー÷利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

５．平成17年３月期および平成19年３月期においては、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、キャッシュ・フ

ロー対有利子負債比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

 

(4) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、安定的な長期的視点に立った財務体質と経営基盤の強化に努めるとともに、連結業績を鑑みながら株主各位に対

する安定かつ継続的な配当の維持を基本方針としております。 

しかしながら、当期の業績を鑑みかつ次期以降の経営環境などを検討した結果、期末配当金につきましては、誠に遺憾な

がら1株当たりの期末配当金は「15 円00銭」とさせて頂き、先の中間配当金1株当たり25円00銭とあわせ年間40円00

銭とさせていただく予定であります。 

なお、次期の配当金につきましては、経営環境の先行きが不透明であることから現時点では未定とし、今後の業績の動向

等を勘案した上で、可能となった時点で速やかに開示させていただきます。 
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２．企業集団の状況 
 当社グループは、加賀電子株式会社（当社）、連結子会社48社（国内23社、海外25社）および持分法適用関連会社13社（国

内４社、海外９社）により構成されております。その主な事業内容としては、電子部品事業におきましては半導体・一般電子

部品・ＥＭＳなどの開発・製造・販売、情報機器事業におきましては、パーソナルコンピュータ・周辺機器、スポーツ関連用

品、フィルム、光学機器などの販売を行っております。事業の系統図およびグループ会社の状況は次のとおりであります。 

 
 

国 内 ・ 海 外 ユ ー ザ ー 

【電子部品事業】 
販売会社 
KAGA(H.K.)ELECTRONICS LTD. 
KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD. 
KAGA(KOREA)ELECTRONICS CO.,LTD. 
KAGA(TAIWAN)ELECTRONICS CO.,LTD. 
KAGA DEVICES(H.K.)LTD. 
KAGA(EUROPE)ELECTRONICS B.V. 
KAGA ELECTRONICS(USA)INC. 
HANZAWA（HK）LTD. 
加賀貿易（深セン）有限公司 
Kaga Impex, LLC 
AD DEVICE(H.K.)LIMITED 

ADM Electronics Hong Kong Limited 
ADM Singapore Pte. Ltd. 
 
製造・販売会社 
KAGA ELECTRONICS(THAILAND)CO.,LTD. 
加賀電子（上海）有限公司 
加賀電子（大連）有限公司 
加賀電器（香港）有限公司 
広州軽電機有限公司 
港加賀電子（深セン）有限公司 
KAGA COMPONENTS(MALAYSIA)SDN.BHD. 
東莞勁捷電子有限公司 
加賀儀器汕頭有限公司 
設計・開発会社 
加賀電子技術開発（深セン）有限公司
HANZAWA(SZ)LTD. 
 

＊Elatec Vertriebs GmbH 
＊その他８社 

加 

賀 

電 
子 
株 
式 

会 

社 

（ 

仕 

入 

・ 

販 

売 

）

福利厚生施設管理・運営会社

TAXAN GUAM LTD. 

利 用

利 用 

【電子部品事業】 
販売会社 
加賀デバイス株式会社 
株式会社エー・ディーデバイス 
加賀インペックス株式会社 
大塚電機株式会社 
エー・ディ・エム株式会社 

 
製造・販売会社 
加賀テック株式会社 
加賀コンポーネント株式会社 
マイクロソリューション株式会社 
株式会社デジタル・メディア・ラボ 
株式会社アクセスゲームズ 
加賀アミューズメント株式会社 
株式会社ワークビット 
株式会社エスアイエレクトロニクス 

 
販促商品などの企画・開発会社 
加賀クリエイト株式会社 

 
【情報機器事業】 
販売会社 
加賀ソルネット株式会社 
加賀スポーツ株式会社 
加賀ハイテック株式会社 
ＫＧＦ株式会社 
加賀ｴﾃﾞｭｹｰｼｮﾅﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ株式会社 
その他３社 
 

＊株式会社サイバーフロント 
＊その他３社 

＜ 国       内 ＞ ＜ 海       外 ＞ 

（注）無印     連結子会社(子会社はすべて連結子会社であります。) 

      ＊印     持分法適用関連会社 

株式会社カシムラ
エージェンシー 

（保険代理店） 
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(1)当連結会計年度中に新たにグループ会社となった連結子会社は次のとおりです。 

  なお、前連結会計年度まで連結子会社でありましたI-O DATA DEVICE USA, INC.は、清算いたしました。 

関係内容 

名  称 住 所 資本金 事業の内容

子会社の
議決権に
対する所
有割合 
(％) 

役員の
兼任 
（名）

資金援助 
（百万円）

営業上 

の取引 

設備の

賃貸借

電子部品事業       

株式会社ワークビット  

（注）４． 

神奈川県 

大和市  
20,000千円 

メモリ装置
やインター
フェース変
換 関 連 の
LSI、LSIモジ
ュール、測
定・検査装置
の開発・設
計・製造・販
売  

100.0 2 －  

当社及び

当該会社

が販売す

る商品の

一部を相

互に供給 

－ 

株式会社エスアイエレクトロニ

クス 

（注）６． 

東京都港区 244,400千円

アミューズ

メント機用

の画像表示

関連装置の

開発、設計、

製造及び販

売等 

88.1 2 524 

当社及び

当該会社

が販売す

る商品の

一部を相

互に供給 

－ 

エー・ディ・エム株式会社 

（注）１．８． 

大阪府大阪市 

中央区 
560,330千円

電子機器及

び部分品の

仕入販売 

51.7 2 - 

当社及び

当該会社

が販売す

る商品の

一部を相

互に供給 

建物の一

部を賃貸

AD DEVICE(H.K.)LIMITED 

（注）５． 
中国 香港 

2,000千

香港ドル

半導体・電子

部品の販売 

100.0

（注）２.

（100.0)

－ － － － 

ADM Electronics Hong Kong 

Limited 
（注）８． 

中国 香港 
1,700千

香港ドル
半導体の販売

100.0

（注）２.

（100.0)

－ － － － 

ADM Singapore Pte. Ltd. 

（注）８． 
シンガポール 

390千

シンガポールドル
半導体の販売

100.0

（注）２.

（100.0)

－ － － 

建物の一

部を賃貸

（注)３.

情報機器事業      

加賀エデュケーショナルマー

ケティング株式会社 

（注）７． 

東京都文京区 30,000千円

コンピュー

タ機器、ソフ

トウェアの

販売・サポー

ト 

100.0 2 － 

当社及び

当該会社

が販売す

る商品の

一部を相

互に供給 

建物の一

部を賃借

（注）１．上記子会社のうち、エー・ディ・エム株式会社は有価証券報告書提出会社であります。その他の関係会社には、有価証券届出書又

は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

２．議決権に対する所有割合欄（ ）数字は間接所有割合（内数）を示しております。 

３．KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD.とADM Singapore Pte. Ltd.との間の賃貸借であります。 

４．株式会社ワークビットは、平成20年４月１日に当社が株式を取得し子会社としたものであります。 

５．AD DEVICE(H.K.)LIMITEDは、平成20年６月11日に中国現地の取引先に対する営業体制強化と現地における新顧客先開拓を目的と

して設立したものであります。 

６．株式会社エスアイエレクトロニクスは、平成20年７月１日に当社が株式を取得し子会社としたものであります。 

７．加賀エデュケーショナルマーケティング株式会社は、平成 20 年７月１日にコンピュータ・システムの導入および機器・ソフトウ

ェアの販売・サポートを、教育市場および教職員と学生向けに販売することを目的として設立したものであります。 

８．エー・ディ・エム株式会社は、公開買付けにより当社が株式の51%を取得し、平成20年８月１日に子会社としたものであります。

なお、それに伴い ADM Electronics Hong Kong Limited および ADM Singapore Pte. Ltd.が間接所有子会社となりましたが、ADM 

Electronics Hong Kong LimitedおよびADM Singapore Pte. Ltd.は平成21年１月30日付けでそれぞれ、KAGA DEVICES (H.K.)LTD.．

およびKAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD.が全株式を取得いたしました。 
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(2)当連結会計年度中に新たにグループ会社となった持分法適用関連会社は次のとおりです。 

関係内容 

名  称 住 所 資本金 事業の内容

子会社の

議決権に

対する所

有割合 

(％) 

役員の

兼任

（名）

資金援助 

（百万円） 

営業上 

の取引 

設備の

賃貸借

株式会社サイバーフロント 

（注）１． 
東京都品川区 98,000千円

ソフトウェ

アの企画・開

発・製作・販

売 

25.1 － 78 － － 

その他４社 

（注）２． 
     

 

Elatec Vertriebs GmbH 

 

ドイツ 

ミュンヘン 
204千ユーロ

電子部品・電

子機器等の

販売 

24.2 － － － － 

その他７社 

(注)３. 
      

（注）１. 株式会社サイバーフロントは、平成21年３月９日に当社が株式を追加取得し、持分法適用関連会社となったものであります。 

２．その他４社は、株式会社サイバーフロントの子会社であります。 

３．その他7社は、Elatec Vertriebs GmbHの子会社であります。 
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３.経営方針 

(1）会社の経営の基本方針 

 経済のグローバル化と変化の激しいエレクトロニクス業界で機敏に対応し成長を続けて行くため、国内・海外における

拠点の整備拡充に努め、グループの連携強化による総合力の向上を図ると共に、地球環境に配慮しつつ「株主の皆様や取

引先各位、社員等当社グループに関係する皆様に喜ばれる会社となり、社会へ貢献すること」を基本方針としております。 

 グループ各社は主にエレクトロニクスのフィールドのなかで上記基本方針を共通理念とし相互に協力しながら、迅速な

意思決定を第一とするスピード経営により業績の向上を図ります。 
 

 キーワードはＦ．Ｙ．Ｔ． 

   Ｆ＝Flexibility（世の中の変化に順応していく） 

   Ｙ＝Young（発想と行動力はいつまでも若く） 

   Ｔ＝Try（挑戦し続ける精神） 

 

(2）目標とする経営指標 

 当社グループが主とするエレクトロニクス業界は今後とも成長・拡大が見込まれますので、重点経営指標としましては、

引続き売上高成長率およびＲＯＥの向上と考えております。 

 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループの主な事業分野であるエレクトロニクス業界は、新商品の出現や陳腐化、または海外生産拠点の拡散化な

ど目まぐるしく変化して行くと予想されますが、今後とも成長が期待されます。 

 当社グループは、独立系エレクトロニクス商社である加賀電子を核として成長し、多くの仕入先・販売先に加え取扱商

品も多岐にわたります。川上から川下までエレクトロニクス関連であれば企画、開発、加工取引（ＥＭＳ取引）も含め全

て取り扱えるといった当社グループの特色を活かし、グループ各社の協業によるシナジー効果の創造にも一層注力し、ワ

ールドワイドな事業展開を図り、業績向上に努めてまいります。 

 キーワードは３Ｇ 

   General（あらゆるものを） 

   Global（全世界で） 

   Group（グループの総合力を活かして） 

 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、経営の基本方針に記述のとおり連結主体の経営を実施しております。今後更なる成長を遂げるために、

前述のＦＹＴと３Ｇをコンセプトにグループ経営の充実を図り、ステークホルダー（利害関係者）との良好な関係を維持

しつつ、企業価値の向上に努力してまいります。また市場動向や顧客ニーズに即応できる組織編成を随時実施し、迅速な

情報収集力の充実を図ると共に、グループ各社間の連携を強化し、グループ各社の協業化・相互支援体制の確立によりシ

ナジー効果を引き出し業容の拡大と効率化を目指してまいります。 

 なお、下記環境方針のもと、環境問題にあらゆる面で対応できる体制をグループ各社共々築いてまいります。 

（「ＩＳＯ１４００１」の認証は平成14年11月15日に取得しております） 

（環境方針） 

 加賀電子グループはつねにエレクトロニクスの未来を見つめ、お客様のニーズにお応えできるよう努めるとと

もに、かけがえの無い地球を守り、より良い自然環境の保護と改善に努めてまいります。 
 

当面の対処すべき課題は、以下のとおりであります。 

 ①経営効率を高めるためのグループ統治体制の整備 

 ②グループ会社間の連携および協業化・相互支援体制の強化によるシナジー効果 

 ③海外事業の促進および海外拠点の強化 

 ④技術力の強化、迅速な情報収集力の充実 

 ⑤業績不振子会社の立直し 

 ⑥環境問題への取り組み 

 ⑦内部統制システムの運用徹底 

 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 特記すべき事項はございません。 










































